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－18年度の油圧ショベル世界需要見通しについて、対前年１４，０００台増
の２３４，０００台となる見通し。地域別では、上から順に 

 中国は１１％増の６０，０００台 

 アジア大洋州は、５％増の５２,０００台 

 北米は、１３％増の３３，０００台 

 西欧は、１１％増の４２，０００台 

 日本は、昨年度の排ガス規制の影響により４％減の２４，０００台 

 その他地域は６％減となったが、中東、アフリカでは底打ち感が
出てきた 

 

－19年度の見通しは、先行きの不透明感を反映し、基本線としては、対前
年5％台減、２２２，０００台と想定 

 地域別には、中国が８％減の５５，０００台 

 アジア大洋州は８％減の４８，０００台 

 北米は１８年度並みの３３，０００台 

 一方で、西欧は７％減の３９，０００台 

 日本は１８年度と変わらず２４，０００台 

このような需要台数を想定しているが、2018年度並みの上振れの可能性も
考えながら各施策を展開する 

  

 



－第４四半期の住宅投資と公共工事は対前年で増加したが、設備投資は横ばい 

 

－排ガス規制の需要減に対する回復が見られ、油圧ショベルの需要は対前年同
期で３８％増、ホイールローダの需要は１３％増 

 

－排ガス規制に伴う前倒し需要の影響がなかったミニショベルは対前年同期で５
％増 
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－主要国並びにユーロ圏全体のGDPは、伸び率が鈍化し、１８年第４四半期では
微増 

 

－油圧ショベルは主要国でのインフラ投資に伴う土木工事等に支えられ、欧州全
体で対前年同期１０％増と引き続き増加。特にドイツで２１％、イギリスで２０％、フ
ランスで１０％伸びた 

 

－ミニショベルとホイールローダは、ミニショベルは１％減、ホイールローダは２％
増 
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－米国GDPは２０１８年第４四半期で２．６％の伸び。住宅着工件数については対
前年同期比で減少傾向 

  

－建設投資は公共工事で増加している一方、一般住宅や商業施設等の民間部門
の伸びは鈍化 

  

－需要は、足元では建設需要の伸び率鈍化等の指標も見受けられ、油圧ショベ
ル需要は対前年同期で横ばい、ミニショベル需要は４％増 
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－１９年第１四半期のGDP成長率は６.４％増、固定資産投資は伸び率横ばい 

  

－工事量自体は減少しているという感覚はなく、直近の稼働率も増加傾向。油圧
ショベル需要は、全需要で対前年増・外資需要では対前年同期２％減 

  

－地域別油圧ショベル需要は、需要構成比の最も高い華東では１３％の増加。一
方、次に需要構成比の高い華中南・西南でそれぞれ１０％以上の減少 

  

－クラス別需要構成比は、対前年同期比で大きな変動なし 
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－外資のみの月別油圧ショベル需要推移では、２０１８年１１月から減少傾向が続
いており、１８年度第４四半期も２％減少 

  

－１８年度前半は前年を上回る需要水準となったが、後半は春節の時期ずれによ
り需要が増加した２月を除き、１１月以降は前年割れの状況が継続 
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－アジア・大洋州の油圧ショベル需要は、第４四半期ではインドネシア・オーストラ
リアなどで減少、全体では対前年同期９％減 

  

－インドの油圧ショベル需要は、選挙を控えた一時的な影響により対前年同期で
減少したが、高い水準を維持 
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－ロシアの油圧SH需要は、対前年同期で５％増 

  

－中東の油圧ショベルは、トルコリラ安の影響を受け需要は大幅に低下 
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－１８年度マイニング需要は、健全な資源価格を背景に昨年度に引き続き好調を
維持。対前年では若干増の見通し 

  

－大手鉱山向け超大型ショベル及びダンプトラックにて需要好調、１９年度も堅調
な状態が続く見通し 
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－超大型ショベル、ダンプトラックのBBレシオは、大手鉱山向け超大型機種を中心
に受注が好調に進んでおり、１００％以上を維持 
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－モンゴルにてマイニングショベル 13台、ダンプトラック 17台を受注し、19年度
中の納入、稼働開始を予定。尚、ショベル受注13台の内10台が電動式ショベル 

  

－オーストラリアの3プロジェクトにてダンプトラックを合計38台受注し、今後順次納
入、稼働開始の予定。1つ目のプロジェクトでは将来的にAHS（自律走行）化を予定 
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－重点地域であるオセアニア事業を強化し、さらなる顧客サービス力向上による
拡販と部品・サービス収益の拡大のため、今般、オセアニア地域の事業を統括す
る新会社を設立 

 

－これまで、オーストラリアを管轄する日立建機オーストラリア社と、ニュージーラ
ンドを管轄するケーブルプライス社の２社を通じて、それぞれの会社が独自に建設
機械本体および部品・サービスの供給を実施 

 

－今回の新会社設立により、オセアニア地域一帯を統括したオペレーションを行
い効率的な事業運営を行うとともに、今後も成長が見込まれる同市場で、部品・サ
ービス事業やソリューションを主体としたバリューチェーン事業の強化・拡大を加速 
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－欧州代理店のグループ会社（KTEG社）と設立したEAC社が開発したコンセプトモ
デル２機を先日ドイツで開催されたbauma2019に出展 

 

－baumaの日立ブースには2万人の来場者が訪れ、8tクラスの電動ショベルのデ
モンストレーションには、のべ6000人が見学し、好評を博した 

 

－今後も環境規制の厳しい欧州で、顧客ニーズに合った製品を積極的に開発す
る 
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－インドのタタ日立社は、西ベンガル州にあるカラグプール工場敷地内に設置さ
れた太陽光パネルでの発電を開始。これにより、2019年度から電力消費量の約
30%にあたる年間約7,000MWhを環境負荷の少ない再生可能エネルギーで賄う。
CO2の削減量は、年間3,500トンの見込み 

  

－タタ日立社では、既にカルナタカ州のダルワッド工場で太陽光パネル発電を開
始し、電力消費量の約75%を再生可能エネルギーで賄っており、今回の取り組み
はそれに続くもの 

  

－インドは、経済発展に伴い、電力需要が年々で拡大し、2025年までに欧州連合

を上回り、中国と米国に次ぐ電力消費大国になることが見込まれているが、今回
の取り組みを通じて、インドの電力供給の安定化、CO2排出量の削減に貢献してい
く 
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